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Ⅰ はじめに 

 

みなさまは、「租税教育」という言葉を聞いて、何を思い浮かべますか？ 

当初、租税教育と聞いて思い浮かんだのは、実は何もありませんでした。よく思い返して

やっと、税務署職員が小学校にやってきたことが思い浮かびました。ただし、何をやった

のか、どういった内容だったかは何も覚えておりませんでした。 

 

ただ、このテーマを行う前から漠然とした思いとしてあったのは、もし関与先が税につ

いてきちんとした知識があった場合には、実務の現場で、いざ税金を払うことになった時

点において、払いたくないなどや、高いなどの声は果たしてあがったのだろうか？ 

もちろん様々な関与先お客様がいらっしゃいます。そうでない方もいらっしゃいます。

中には、税金は払わないかん、と言って赤字を嫌がるお客様もいらっしゃいます。 

ですが、税金は適正に公平に、納めるべきだと考えております。納税者になったその時

にきっと、租税教育とは受けておくべきものではないでしょうか？特にわが国では申告納

税制度を採用しているのだから。 

ただし、租税教育と一言でいっても様々ではないですか？ 

税務署つまりは国が行う租税教育、我々税理士が行う租税教育、法人会など他種団体が

行う租税教育など。対象も、小学校、中学校、高校、専門学校、大学やはては任意団体な

どもあります。 

そして、小学校といっても行う学校もあれば、行わない学校も当然あります。 

この後にも出てきますが、その偏りは大きなものがあります。納税者とはすべての国民

がやがてなるものではないでしょうか？偏りがあるというのもおかしなものではないでし

ょうか？ 

 

今回、名青税はじめてのテーマとして租税教育を取り上げています。 

みなさんの中にも租税教育を行ったことがある方、行ったことがない方がいらっしゃい

ます。まずは、活動の指針、租税教育の歴史や成り立ちなどはじめの一歩から「租税教育」

を見ていきます。 
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Ⅱ 租税教育の税理士会の活動 

 

1 租税教育等基本指針 

(1) 租税教育等基本指針の趣旨 

 税理士法では、日本税理士会連合会及び税理士会の会則に租税に関する教育その他知識

の普及及び啓発のための活動（以下、「租税教育等」という。）に関する規定を記載しな

ければならないこととしている（第49条の２第２項第10号、第49条の14第１号）。 

 租税教育等基本指針は、租税教育等の施策の適正な運用に資するために定めるものであ

る。 

 

(2) 租税教育等の目的 

 日本国憲法は、第30条で納税の義務を､第84条で租税法律主義を謳っている。我が国

は、租税制度の基本を申告納税制度に置いているが、申告納税制度は国民が納税者という

立場で自らの計算によって租税債務を確定し、自らの納税によりその債務を履行する制度

である。これは租税制度での国民主権を表すといわれ、民主的な手続の側面を持つもので

あり、この申告納税制度を支えるのが国民の租税についての正しい知識と理解である。 

 租税教育等の目的は、租税に関する意義、役割、機能、仕組み等の租税制度を知るとと

もに、申告納税制度の理念や納税者の権利及び義務を理解し、社会の構成員としての正し

い判断力と健全な納税者意識を持つ国民を育成することでもあり、併せて国民に対し税理

士制度を正しく周知することである。効果的な租税教育等により納税に対する健全な知識

が醸成されれば、民主国家の発展に大きく寄与することとなり、これは教育基本法の教育

の目的である「平和で民主的な国家及び社会の形成者として必要な資質を備えた心身とも

に健康な国民を育成する」ということにも合致するものである。 

 

(3) 租税教育等における税理士の役割 

 税理士法第１条では税理士の使命として、「税理士は、税務に関する専門家として、独

立した公正な立場において、申告納税制度の理念にそって、納税義務者の信頼にこたえ、

租税に関する法令に規定された納税義務の適正な実現を図ることを使命とする。」と規定

している。また、税理士は租税に関する法令を熟知し、あるべき税制について国に対し建

議ができる専門的能力を有しており、一方で日常的に広く納税者に接し、納税者の良き理

解者でもある。 

従って税理士は、租税教育等のテーマである税とは何か、なぜ税金を納めなければならな

いのか、税がどのように使われているかなど、独立した公正な立場で税の役割について指

導すべき適任者であると言える。 

 つまり、税理士は、教育関係者、行政機関などに租税教育等の充実を求め、啓発に努め
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る社会公共的使命を担っていると言っても過言ではなく、また税理士自身が社会貢献の一

環として租税教育等に積極的に取り組むことの意義を十分自覚しなければならない。この

ことは、無償独占という権利を賦与されていることに対する税理士の義務と考えることも

できよう。 

 租税教育等を通じて申告納税制度の維持発展に寄与することにより、広く社会に向けて

国民の信頼に応え、納税者の期待に応えることができれば、申告納税制度と不可分の関係

にある税理士制度の発展にもつながるものである。 

  

(4) 租税教育等の対象 

 税理士会が行う租税教育等の対象は以下のとおりである。 

①学校教育法における児童、生徒及び学生 

 小学校、中学校に偏ることなく、社会に出る直前の高等学校、大学等の生徒、学生も対

象としバランスのとれた租税教育体系の構築に努める。また、特別支援学校に対して手話

や点字により行われる租税教育等にも積極的に取り組む。 

②小学校、中学校、高等学校の教員又は教員になろうとしている者 

 効果的かつ効率的な租税教育等を進めるには、児童、生徒及び学生に授業として直接教

える立場にある教員等が、より一層税に関する知識を持つことが有効である。教員研修や

教員養成大学等での教員養成の課程等で税理士を講師とする租税の科目を設けるなどによ

り、教員自らが税に対する知識を深め教育を行えるよう税理士会が支援する。 

③社会人 

 一般社会人については、その多くが給与所得者であり自らの所得税も年末調整で完了し

てしまう等、租税に対する関心や納税者としての自覚を持ちにくい状況にある。租税制度

が複雑化し、種々の情報が横溢する状況下で、学校教育以外の分野においても租税教育等

の重要性、必要性が一段と増している。社会人教育について「生涯教育」或いは「生涯学

習」という概念が普及している。生活との関連においての学習、生活の中の教育機能の重

視という観点から、税理士の専門知識を活用した社会人全般を対象とする広い分野での租

税教育等にも取り組む。 

 
(5) 指針の撤廃 

当指針の改廃については、正副会長会の議を経なければならない。 

 

現状この指針に則り各税理士会は租税教育等の事業を行っている。 

次は、名古屋税理士会における活動を見てみよう。 
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2 名古屋税理士会 

(1)会則 

（租税教育等に関する施策） 

第62条の２ 本会は、申告納税制度の理念にそって、租税の意義及び役割等について国

民の理解を深めるため、 

必要な租税教育等に関する施策を実施する。 

２ 租税教育等に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

(2)規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、名古屋税理士会（以下「本会」という。）会則第62条の２第２項の

規定に基づき、本会が行う租税に関する教育その他知識の普及及び啓発のための活動（以

下「租税教育等」という。）に関する施策について必要な事項を定める。 

（租税教育等の施策の内容） 

第２条 前条に規定する租税教育等に関する施策は、次の各号に掲げるものとし、日本税

理士会連合会が定める租税教育等基本指針に沿って実施しなければならない。 

⑴ 租税教育等の推進に関する有効な方策の調査研究及び企画、実施 

⑵ 租税教育等の推進を図るための租税教育推進協議会等及び学校教育法に規定する学校

等（以下「関係機関」という。）との連携 

⑶ 関係機関が実施する租税教育等事業への講師等派遣 

⑷ 租税教育等を目的とした寄附講座、講演会、シンポジウム等の開催 

⑸ 租税教育等の実施に関する支部への支援 

⑹ 租税教育等の実施内容に関する支部への指導、連絡及び助言 

⑺ 関係機関以外の企業及び団体が実施する租税教育等事業への講師等派遣 

 （租税教育等の対象） 

第３条 本会が実施する租税教育等の施策は、次の各号に掲げる者を対象とする。 

⑴ 学校教育法における児童、生徒及び学生 

⑵ 小学校、中学校及び高等学校の教員又は教員になろうとしている者 

⑶ 社会人 

 （細則への委任） 

第４条 この規則に定めるもののほか、租税教育等の実施に関し必要な事項は、細則で定

める。 
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3 税理士会における租税教育の実施状況 

平成29年度の各税理士会における租税教室の実施回数は11,911回で、平成15年度から

の推移を見ると着実に実施回数が伸びています。 

 小学校での実施が圧倒的に多い中、各税理士会では中学校及び高等学校での租税教室実

施に力を入れています。その結果、実施回数が中学校では前年比657回、高等学校では前

年比428回増加しました。 
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Ⅲ 租税教育の歴史 

次に国・行政が行ってきた租税教育の歴史について見ていきます。 

1 税務行政の民主化 

 租税は、古来は土地や収穫される農作物に課される田租でした。当時は租税教育といっ

たものはなく、為政者がいかにして民衆に納税させるか、いかにして規範を守らせるかと

いう民衆統率の知恵や工夫の類でした。 

 第一次世界大戦後、大正デモクラシーの影響から税務行政の民主化が唱えられるように

なり、納税者の税務行政に対する理解を深めるため、税法の理念や執行方針を分かりやす

く示すことが必要とされるようになりました。その具体的な活動としては、税務職員が改

正税法の説明会を実施したり、ラジオにより租税の広報を行っていました。不正のない健

全な納税思想の普及を図っていました。 

 その後、昭和 22 年に申告納税制度が導入され、昭和 24 年にシャウプ勧告が行われます。

税務の民主化が進み、国民が健全な納税者意識を持つことが重要となっていきました。 

 昭和 25 年、国税庁は高校生向けの租税教育の補助教材を刊行します。将来の納税者で

ある子供に向けて租税教育を進めていくこととなります。 

 昭和 33 年に熊本県租税教育委嘱校連絡協議会が発足されます。これ以降、全国的に教

育関係者と租税教育関係者が連携した「租税教育推進協議会」が発足されます。 

昭和 37 年に高校生を対象にした「税に関する作文」の募集を開始、中学生を対象にした

募集は昭和 42 年に開始されました。 

昭和 39 年に中学校、高等学校を対象にした税務署職員が行う租税教室を開催されまし

た。 

 

2 昭和 58 年 11 月 税制調査会「今後の税制のあり方についての答申」 

 国が租税教育の必要性を説いたのが昭和 58 年税制調査会答申です。この答申では、「申

告納税制度の一層の定着と課税の公平を図ることを基本的視点において早急に納税環境の

整備を進める必要がある」と述べておりました。このように、申告納税制度を適正に機能

させるために不可欠なものを納税環境整備として位置づけました。 

 この納税環境の整備のために実施される内容について、答申は次のように説明していま

す。「申告納税を根幹とする現行税制の下では、国民一人一人が租税に対する正しい理解を

持つことが何よりも重要なことであり、その結果として高い納税意識と協力が伴って、申

告納税制度は、はじめて所期の機能を発揮しうるものである。この意味において、申告納

税制度の法制上の整備を進めるにあたっては、それと併せて、納税者を含め広く国民を対

象とするいわゆる社会教育において租税に関する啓蒙活動を一層推進する必要があるとと

もに、次代を担う児童、生徒達が学校教育の中で租税の意義を十分理解する機会を持つこ

とが重要であると考える。」 
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ここに、租税教育の出発点があると思われます。昭和 58 年税制調査会が説いた租税教育

の必要性とは、納税環境整備の根本の部分で、単なる税の知識ではなく、租税の意義や申

告納税制度の理念を理解することでした。 

 

3 平成 23 年度税制改正大綱 

 租税教育の歴史を見ていく上でのターニングポイントは平成 23 年度税制改正大綱です。 

 平成 23 年度よりも前から租税教育は行われていましたが、この税制改正大綱によって、

明確に官民協力して租税教育の充実に取り組むようになりました。平成 23 年度税制改正

大綱では、次のように述べられていました。 

「国民が租税の役割や申告納税制度の意義、納税者の権利・義務を正しく理解し、社会

の構成員として、社会のあり方を主体的に考えることは、納税に対する納得感の醸成と民

主国家の維持・発展にとって重要です。 

 こうした健全な納税者意識を養うことを目的として、国税庁では、次代を担う児童・生

徒に対し、租税教育の充実に向けた各種の支援を実施しています。また、税理士・税理士

会においても、納税者又は国民への社会貢献活動の一環として、租税教育を通じて申告納

税制度の維持発展に寄与するため、小中学校への講師派遣等を積極的に実施しています。 

 本来、租税教育は、社会全体で取り組むべきものであり、健全な納税者意識のより一層

の向上に向け、今後と官民が協力して租税教育の更なる充実を目指す必要があります。租

税教育の充実や、租税教育を担う教員等に対する意識啓発について検討し、関係省庁及び

民間団体が連携して取り組むこととします。」 

平成 23 年度税制改正大綱では、納税環境整備を進める方策に「租税教育の充実」に取り

組むことが決定されました。 

 平成 26 年の税理士法改正では、税理士法 49 条の 2 第 2 項において、租税教育を行うこ

とが税理士会の会則の絶対的記載事項とされました。 

 平成 27 年に従来の「租税教育基本指針」を「租税教育等基本指針」に変更しました。そ

して、中央租推協の総会では、青色申告会、法人会といった民間団体との連携が合意確認

事項に新たに追加され、現在に至ります。このように、現在では、租税教育は社会全体で

取り組む活動となっていきました。 

 

4 青税における租税教育の歴史 

 租税教育が会則の絶対的記載事項とされるよりも前は、個々の税理士が個人的な取り組

みとして行っていたかもしれないが、税理士が組織的に租税教育を行うようになったのは、

青税が最初でした。 

 平成 10 年度に近畿青税研究部に「租税教育委員会」が設置されました。徴税側である税

務署の職員が租税教育を行うよりも、独立した立場である税理士が教えるべきという思い
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から取り組みを開始したものでした。近畿 2 府 4 県の小学校、中学校、高等学校の各 20

校計 360 校に租税教室に関するアンケートを実施し、翌年の平成 11 年 2 月に近畿青税と

しての第 1 回目の租税教室を関西大学第一高等学校で実施しました。 

 近畿青税の活動を受け、全国青税は、1999 年度事業計画において次のように記載しまし

た。 

「我々は税の専門家として様々な分野につき研究、提言を行ってきたが、来るべき 21 世

紀を目前とする今、新たな時代を生きる子どもたちに、我々が取り組んできた事を、やさ

しく理解し伝えるために、『租税教育』に取り組む。」 

 

 5 日税連における租税教育の歴史 

青税の活動を受けて、日税連も租税教育に取り組み始めました。平成 13 年度に、広報部

内に租税教育に関する小委員会を設けました。当時は税理士の PR を兼ねた広報活動の一

環として小委員会が実施しておりました。 

 平成 15 年度に「租税教育（租税教室）導入マニュアル」を作成し、平成 16 年度に「租

税教育担当者会議」を実施しました。この会議は現在まで毎年実施されています。さらに

同年、高校生用テキストを発刊しました。小中学生用テキストはその翌年以後に発刊され、

租税教室講師養成研修などで配布されています。 

 平成 23 年度税制改正大綱にて「租税教育の充実」が盛り込まれたのを踏まえて、日税連

は、平成 23 年 4 月に「租税教育基本指針」を制定しました。「租税教育等の目的」「租税

教育等に対する税理士の役割」「租税教育等の対象」を明確に規定しました。これは、税理

士が行う租税教育の目的、税理士の役割などを説いたものでした。平成 23 年 11 月には、

官民協力して租税教育を行うために、「租税教育推進関係省庁等協議会（中央租推協）」が

発足し、更なる租税教育の充実を目指すこととなりました。 

平成 24 年 4 月、臨時総会にて新たな分掌機関として「租税教育推進部」が設置されま

した。各単位会それぞれが独自に作成した規約等を収集し、租税教育に関する統一的な規

定を提示しました。 

 平成 25 年 1 月、「教員養成大学への寄付講座実施要領」を制定しました。税理士は税務

の専門家ではありますが、教育に関しての専門的技術は備えておりません。教育のプロで

ある教員を主体として租税教育を行うことを目的に、社会科の教師を目指す学生に向けた

寄付講座を行うこととなりました。第一回は愛知教育大学で行われました。 

 そして、平成 26 年度に税理士法改正により、租税教育が会則の絶対的記載事項になり、

租税教育が税理士会の正式な事業として定められることとなりました。  
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Ⅳ 租税法律主義と納税者の権利 

 

1 租税法律主義と納税者の権利 

 ここからは租税教育等の制度的内容に入ります。 

租税教育の現場では租税の制度的内容として何を教育すべきかが問題となります。租税

教育では、租税の意義や根拠を説くことのみでは十分とはいえず、納税義務がいかにして

成立し確定するのか、また、納税義務の履行に関して納税者の権利はいかにして保護され

るのかを納税者に理解できるようにすることにより、適正な納税義務が実現されることと

なるでしょう。 

ここでは、租税の意義や納税義務成立の根拠、納税義務に関する国民の権利に焦点をあ

てて、租税教育において何を教育すべきかを考察していきます。 

 

(1) 憲法 30 条と納税義務成立要件 

 それでは、租税とは何でしょうか。租税とは、金子教授によれば「国その他の公共団体

（以下「国家」）は国民に各種の公共サービスを提供することをその任務として存在してい

るが、国家がこの任務を果たすためには、膨大な額の資金を必要とする。租税とは、かか

る資金の調達を目的として、直接の反対給付なしに強制的に私人の手から国家の手に移さ

れる富の呼称にほかならない。」といっています。しかし、いかに国家といえども恣意的に

徴税を行ったのでは、納税者間の不公平につながります。また、憲法により財産権が保障

されている以上、ルールなく徴収することはできません。そこで、憲法第 30 条では、「国

民は、法律の定めるところにより、納税の義務を負う」と規定されています。すなわち、

この“法律の定めるところ”という文言により、法律によらない課税は禁止されていると

いうことがいえます。また、この文言は、課税要件が充足する場合に限り納税義務が成立

するということを前提としているといえます。 

 

(2) 憲法 84 条と租税法律主義 

 憲法第 84 条は、「あらたに租税を課し、又は現行の租税を変更するには、法律又は法律

の定める条件によることを必要とする。」と定められております。これは、国家が国民に新

たに租税を課す場合、今までの租税を変更する場合には、必ず立法手続きを経なければな

らないことをいっています。この条項にいう法律とは、課税要件法であると考えられるが、

それのみならず国家の課税権行使に関する手続法をも含むものと解することができます。

なぜなら、課税要件のみで手続規定が整備されていなければ、課税庁の恣意的な処分を許

すことにも繋がりかねないからです。このように憲法 84 条は、国家の課税権行使要件に関

する制約と位置付けることができます。 
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(3) 租税法律主義の内容と税法の解釈 

 ここまでみてきたように、憲法により租税は法律により規定されなければならないとさ

れています。そして、その法律は国民が理解し、予測できるものでなければならない。そ

れにより国民は、税法を信頼して安定的に経済生活を営むことができます。すなわち、税

法は理解可能性と信頼性を備えたものでなければならない。 

 そこで、租税法律主義が備えるべき内容とはどのようなものか。それには「課税要件法

律主義」、「課税要件明確主義」、「合法性原則」、「手続的保障原則」の四つがあるといわれ

ています。ここでは、課税要件法律主義と課税要件明確主義の二つをみていきます。 

課税要件法定主義は、刑法における罪刑法定主義になぞらえて作られた原則で、課税の

作用は国民の財産権への侵害であるから、課税要件のすべてと租税の賦課、徴収の手続は

法律によって規定されなければならないことをいいます。 

課税要件明確主義は、法律又はその委任のもとに政令、省令において課税要件および租

税の賦課、徴収の手続に関する定めをなす場合に、その定めはなるべく一義的で明確でな

ければならないことをいいます。それは、不明確な定めをなすと、行政庁に白紙委任をす

るのと同じ結果になりかねないからです。しかし、実際の租税法では、不確定な概念を使

用することは不可避であることも事実です。 

 また、租税法律主義における税法解釈はどのようにするべきか。税法は一般的に理解可

能でなければなりません。このことから、税法の解釈には厳格さが強く求められていると

いえます。そのため、租税法の解釈には法文に忠実な文理解釈によるべきであるといえま

す。 

 

(4) 法の欠缺（けんけつ）と租税回避 

 租税回避とは、清永教授によると“課税要件の充足を避けることによる租税負担の不当

な軽減、排除をいう”とされています。これは、法の欠缺をねらって行われるが、法によ

り否定することができません。これでは、税の公平負担が損なわれます。しかし、最高裁

も否認規定がない場合において、租税回避は否認できないものとしています。 

 では、租税教育の場において租税回避についてどのよう扱うかが問題となります。租税

教育の現場では、租税回避を積極的に勧めるような教育をするべきではない。また、租税

回避を敵視するようなことも避けるべきである。 

 税務訴訟においても、租税回避を否認した例も多く存在するため、租税回避はリスクを

伴うものであり、社会的な非難の的になりうることもある。 

 

2 申告納税制度と納税者の権利及び義務 

(1) 申告納税制度の趣旨 
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 第二次世界大戦までの日本は基本的に賦課課税制度を採用していました。賦課課税制度

は、納付すべき税額がもっぱら租税行政庁の処分によって確定する方式のことです。それ

が、昭和 22 年の税制改正によって申告納税制度が導入されるようになりました。申告納税

制度のもとでは、納付すべき税額が納税者の申告によって確定することを原則とし、無申

告の場合や申告が不相当と認められる場合に、租税行政庁の更正又は決定によって税額が

決定されるというものであります。 

 日本における申告納税制度は、昭和 22 年、直接国税について全面的に採用され、昭和 37

年、関税を除く間接国税についても原則的に採用されました。さらに昭和 40 年には関税に

ついても原則として採用され、現在、国税については一般的な方法となっています。 

この申告納税制度の趣旨は、主権者である国民・納税者が日本という社会の構成員とし

て社会共通の費用を自ら負担するということにあります。また、もう一つの理由として、

戦後経済の混乱をいち早く立て直すために早急な税収の確保があったが、増大する納税者

数と戦争による徴兵により徴税職員の人材不足があったためでもあるといわれています。 

 

(2) 申告納税制度の理念 

 日本国憲法においては、その前文と第一条において国民主権が定められています。国民

主権とは、国民が権力の源であり責任主体であるとする思想をいいます。申告納税制度は、

この国民主権の思想をもとに、国家の財政を国民自らが支えるという民主的納税思想に根

ざすと考えられています。 

申告納税制度は、自己賦課と呼ばれることもありますが、これは、自分が選んだ代表、

すなわち議会が定めたことに縛られることはやむを得ないという考え方をもとに、納税義

務の履行を自ら行うということです。私たちは生まれながら自由を手にしていますが、そ

の自由は当然に存在するものではなく、義務を履行、すなわち納税をすることによりあた

えられたものであることだといえます。 

それでは、納税義務者と租税行政庁との関係とはいかなるものでしょうか。この点につ

いては、研究者によって考察が重ねられているようですが、納税者と租税行政庁とは租税

法律関係において対等な関係であるとの見解が示されています。 

 

(3) 申告納税制度の理念と税理士の使命 

 税理士制度は、申告納税制度の円滑、適正な運営に資することを期待して設けられたも

のです。税理士の社会的役割は、納税者の申告を援助するとともに、税法上の権益を擁護

すること。また、今日、税法は複雑多岐にわたっていますので、納税者の後見的な役割を

担ってきています。このことから、税理士の存在意義というものが一層高まってきている

といえます。申告納税制度と税理士は一体のものとして捉えることができるといえます。 
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(4) 租税教育等と税理士 

 租税教育を通して一人でも多くの国民・納税者に申告納税制度の理念を理解してもらう

努力を続け、少しでも心へしみこませることができれば、ネガティブで義務的な納税者意

識から、主権者としての自覚をもち、ポジティブな納税意識に向けることができるのでは

ないかと思います。 

 

Ⅴ 他士業の現状 

 ここからは他士業における租税教育に相当する活動を見ていきます。 

 

1 弁護士 

日本弁護士会連合会においては、｢法教育｣といものがあります。それは以下のように 

記載されています。 

(1) 私たちが考える法教育 

私たちが考える法教育とは、子どもたちに、個人を尊重する自由で公正な民主主義社

会の担い手として、法や司法制度の基礎にある考え方を理解してもらい、法的なものの見

方や考え方を身につけてもらうための教育です。 

人は、人と人との間、すなわち社会の中で人とつながりながら暮らしいます。社会に

は、立場や意見の異なる様々な人がいます。そのような中で、人は自分なりの意見を持ち

つつ、人との間で意見を調整しながら、決められたルールの中で社会生活を送っていきま

す。人は社会の中で、人と支え合い助け合いながら暮らしていますが、他方で、多かれ少

なかれ人との関係でいろいろなトラブルや困難な場面に直面するものです。そのような時

に、法教育によってつちかわれた意欲や態度、能力によって、困難を乗り切ることができ

ます。 

(2) 法教育の方法 

我々の考える法教育は、上記のような態度形成を目指して技能や知識を有機的に関連

づける授業を行うことを考えている。方法としては、一方的に講義するという授業形態で

はなく、双方向的な授業、特に、身近な設例を与えて、その解決策を具体的に考えさせる

授業を考えている。その中で、単なる知識を与えるのではなく、生きた知識、すなわち、

得た知識を応用する力、さらにはその知識を批判的に検討する力を獲得することができる

と考えている。また、グループ討論も積極的に取り入れている。自分の意見を相手に伝え

ると共に、異なる考えを持った人たちの話を聞く訓練になるし、話し合って合意形成を図

る訓練ともなるからである。 
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2 司法書士 

日本司法書士会連合会においても｢法教育｣として以下のように記載されています。 

(1) 現状と対策 

現状 現在の高校以下の学校教育における法律の授業は、公民で憲法上の権利を抽象的

に教えるにとどまっていると言われています。 

 

 対策 司法書士会主導の「法教育」の実施自己責任が前提となる社会では、子供たちに

最低限必要な法知識と法的思考力を身につけさせる必要があると考え、全国の司法書

士会およびそれらの連合組織である日本司法書士会連合会が活動主体となって、積極

的にこうした「法教育」を推進しています。 

 

3 公認会計士 

 日本公認会計士協会においては以下のように記載されています。 

(1) 会計基礎教育の推進 

日本公認会計士協会では、社会貢献活動の一環として、会計基礎教育の推進に取り組ん

でいます。日本公認会計士協会は、「会計基礎教育」を、社会における会計リテラシーの定

着と会計の有用性に関する認識向上のための教育と位置付けて、2016 年から本格的に取組

をはじめました。 

会計リテラシーは、公認会計士などの専門家や企業で財務・経理に携わる方々だけが

必要とするものではなく、社会の様々な場面やライフステージで必要・有用なものです。

日本公認会計士協会は、会計専門家の団体として、会計リテラシーの普及について役割を

果たしていきたいと考えています。 

 

（2）高等学校学習指導要領案について 

 日本公認会計士協会は、平成30年3月15日、文部科学省宛てに「高等学校学習指導要領

案について」という意見を提出しております。「公民」での会計に関する教育といった内

容になっています。興味のある方はご確認してみてください。 

 

 などなどのように各士業各団体においても租税教育に相当する活動に力をいれ、さかん

に行っています。 
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Ⅵ 税とは何か？アンケート結果（これが現場の意見だ！） 

1 租税教育経験者用アンケート
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2 租税教育未経験者用アンケート 
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Ⅶ おわりに 

今まで述べてきたように、租税教育に関して我々が考える課題や問題についてです。 

租税教育の実施状況の現状としては先にありましたように小学生に偏っているのが現

状です。中学生、高校生への租税教室に力を入れているため増加していますが、本来なら

租税教育等基本指針にもありますように偏りなく行うのが理想です。 

また教員にいたってはほとんど行われていないように思われます。我々税理士が教育の

専門家ではないように、教員も税の専門家でありませんが、租税教育をより効果的かつ効

率的に行うには、子供たちと一番接する教員がより一層税に関する知識を持つことが有効

であるし、重要であると考えます。税理士と教員がタッグを組めば、よりよい租税教育を

行うことはできるのではないでしょうか。 

ただ現状のままでは教員への負担などがより一層重くなってしまいます。すぐに現状を

変えるのは難しいですが、公認会計士協会が行ったように、学習指導要領案に対する意見

書を文科省宛に提出するといった外部的な活動を行うべきと考えます。 

社会人への租税教育は対象範囲がもっとも広いと考えられるが、実生活において税に深

く関わる納税者でもあります。そのため租税教育を行うことが最も必要な対象者といえる

のではないでしょうか。 

ただし、本来なら納税者となるその時までに事前の税に関する知識がある程度あるべき

だと考えます。 

 事前知識なく社会人＝納税者では、そもそも十分な納税意識を持ちようがないのではな

いでしょうか？ 

税理士会のテキストにおいては、税の専門家として私たち税理士が租税教育の授業で伝

えたいキーワードとして、｢納税の義務｣｢租税法律主義｣｢申告納税制度の理念｣となってい

る。 

だが、その前に｢税｣とは何かを、考えるべきではないだろうか？ 

子供たちに｢租税の意義｣はどのように教えられているだろうか。財務省ＨＰの中に、も

っと知りたい税のこと、というものがある。この中において、税の意義と役割は、｢税は社

会の会費です｣とあり、役割として、年金、医療などの社会保障・福祉や、水道、道路など

の社会資本整備、教育や警察、消防、防衛といった公的サービスは、私たちの豊かな暮ら

しには欠かせないものですが、言うまでもなく、その提供には多額の費用がかかります。 

また、こうした「公的サービス」といわれるものは、例えば、警察や防衛のように、特定

の人だけのために設けることが困難なものや、社会保障や教育など、費用負担が可能な人

への提供のみでは社会的に不適当なものなど、一般に、市場の民間サービスのみに依存す

ると、必要な量・水準のサービスが提供されないおそれがあるものです。 

このため、こうしたサービスの費用を賄うためには、皆さんから納めて頂く税を財源と

することで、公的に実施することが求められます。 
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このように、みんなが互いに支え合い、共によりよい社会を作っていくため、この費用を

広く公平に分かち合うことが必要です。まさに、税は「社会の会費」であると言えます。 

 

と記載されています。アンケートにも会費という意見は多かったように見受けられます。 

 

会費というたとえが間違っているわけではなく、とりわけ小学生に回答するなら問題は

ないと思われます。ただ、国の回答をそのまま答えるのは違和感があります 

 

租税の定義として金子宏教授は｢国家が特別の給付に対する反対給付としてではなく公

共サービスを提供するための資金を調達する目的で、法律の定めに基づいて私人に課す金

銭給付である｣としている。概念要素として①公益性（公共サービス提供に必要な資金調

達）、②権力性（一方的権力的に徴収されること）、③非対価性（特定の給付に対する反対

給付の性質をもたない）となる。 

しかし、財務省が回答する内容は、この内容を踏まえているか疑問が残る。また｢会費｣は

自らの意思で選択し、入会した者のみ支払うという選択性・自主性・サービスの受益者と

なることから②権力性、③非対価性とは、概念として適切とは思えないのである。 

このあたりが違和感の正体であるように思います。 

 

租税の基本原則は「公平・中立・簡素」である。昨今の税制改正、特に消費税軽減税率

などはこの基本原則を軽視しているように感じられる。また、増税した上で還元するなど

本末転倒のように思う。 

本来ならもっと大きな声が上がってもよいと思われるが、納税者が税に無関心になって

しまっているように感じられる。 

このようなことは過去にあった租税教育の影響ではないだろうか。ないしは、租税教育

を受けていないからでないだろうか？ 

国民一人一人がより租税に興味をもってもらえるような租税教育が必要であると考え

ます。 

我々税理士が教えるならば、税について基本原則を教えるべきだと思います。 

｢公平・中立・簡素｣この税の三原則を絶対に守るからこその、納税者が納得してくれる、

公平だと思ってくれる税制ができるのではないでしょうか？ 

そうであれば、より税が身近になり興味を持ってくれる方も増えるかもしれません。 

 

租税教育の現場においても、各税理士会各支部によって状況は異なるが、租税教育を行

う講師の不足、一部の会員に固定されている、講師謝金がバラバラなどの各種問題がある。 
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租税教育は税理士法に定められた事業であるため本来はもっと多くの会員が関わるべ

きであるが、教育という分野であるため一定の資質が求められる。講師の確保、講師研修

の充実化、使用するテキスト等の教材の統一など、標準化した教育が行われるべきである。 

現状では、講師ごとに教材が違っていたりする。税務署側用意した教材マリンとヤマトな

どや、税理士個人が自作した教材もあったりする。これも支部や個人でそれこそ様々な教

材があるのではないだろうか？ 

 

また余談になるが、子供たちや学生に対する租税教育も大事であるが、我々税理士が

日々の業務を通じて納税者と話すことも広い意味での租税教育ではないだろうか？租税に

関する情報を提供し興味をもってもらうことで、租税制度や財政制度についても意識を高

めることができるのではないだろうか？ 

 

租税教育とは、税とは何かを明確化し、理解してもらうことが重要であると思います。 

 

最後になりますが、将来の適正な納税者、将来の未来ある税理士業界、将来の輝かしい日

本を決めるのは、租税教育であるかもしれません。 
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